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割賦販売法に基づく同法第35条の３の61の許可を受けた者の営
業廃止に関する公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者から、法第35条の３の62において準用する法第26条第１項の規定による営業廃止の届出があっ
たので、法第35条の３の62において準用する法第26条第２項において準用する法第24条の規定に基づ
き、次のとおり公示します。
平成 22年７月 13日 経済産業大臣 Æ嶋 正行

相続財産管理人の選任

次の被相続人について、相続人のあることが明
らかでないので、その相続財産の管理人を次のと
おり選任した。
平成２２年（家）第９０８４号
福岡市中央区大手門３丁目３番３号
申立人 九州労働金庫
本籍北九州市八幡西区鉄王２丁目１番、最後
の住所北九州市八幡西区若葉３丁目26番８
号、死亡の場所北九州市八幡東区、死亡年月
日推定平成20年10月８日、出生の場所福岡県
京都郡豊津町、出生年月日昭和37年１月３日、
職業会社員
被相続人 亡 村上 秀芳
事務所福岡市中央区大手門１丁目５番10号
相続財産管理人 高松 まり

福岡家庭裁判所小倉支部
平成２２年（家）第６０３４号
長崎県東彼杵郡波佐見町長野郷2131番地
申立人 辻 孝治
本籍長崎県東彼杵郡波佐見町長野郷236番地、
最後の住所本籍に同じ、死亡の場所佐賀県藤
津郡嬉野町、死亡年月日平成11年１月20日、
出生の場所長崎県東彼杵郡波佐見町、出生年
月日昭和８年12月17日、職業自営業
被相続人 亡 辻 和登
長崎県佐世保市若竹台町216番地27、事務所
長崎県佐世保市木場田町１番１号
相続財産管理人 田中 勝©

長崎家庭裁判所佐世保支部
平成２２年（家）第５０２８号
熊本県玉名市岱明町大野下266番地２
申立人 学校法人岱明学園
理事長 清田 ‡

本籍熊本県熊本市世安町412番地、最後の住
所熊本県玉名郡岱明町大字大野下266番地２、
死亡の場所熊本県玉名郡長洲町、死亡年月日
平成17年３月16日、出生の場所熊本県玉名郡
大野村、出生年月日大正15年６月15日、職業
学校法人理事
被相続人 亡 國 時子

熊本県玉名市中尾148番地１
相続財産管理人 田中智恵美

熊本家庭裁判所玉名支部
平成２２年（家）第５０２９号
福岡県大牟田市吉野1364番地１ 虹の家き
なっせ
申立人 井口シツ子
本籍福岡県大牟田市三川町４丁目106番地、
最後の住所熊本県荒尾市四ツ山町２丁目14番
６号、死亡の場所福岡県大牟田市、死亡年月
日平成21年１月21日、出生の場所福岡県三池
郡三川町、出生年月日昭和２年12月３日、職
業無職
被相続人 亡 石井 重子
福岡県大牟田市大字今山2218番地２
相続財産管理人 古池 太陽

熊本家庭裁判所玉名支部
平成２１年（家）第２０９１号
大分市高崎１丁目16番13号
申立人 工 克彦
本籍大分県速見郡山香町大字内河野3700番
地、最後の住所大分県大分郡挾間町大字古野
269番地の１グループホーム川崎、死亡の場
所大分県大分市、死亡年月日平成16年１月22

日、出生の場所大分県速見郡山香町、出生年
月日昭和５年10月11日、職業無職
被相続人 亡 河野 忠
事務所大分市荷揚町６番16号 ななせ総合事
務所
相続財産管理人 司法書士 萩原 誠至

大分家庭裁判所
平成２２年（家）第７２号
東京都新宿区水道町３番１号
申立人 株式会社住宅債権管理回収機構
本籍宮崎県延岡市熊野江町2453番地、最後の
住所宮崎県延岡市熊野江町2466番地２、死亡
の場所宮崎県延岡市、死亡年月日平成20年４
月30日、出生の場所宮崎県延岡市、出生年月
日昭和31年４月18日、職業不明
被相続人 亡 宮田 政良
事務所宮崎県延岡市桜小路365番地１
相続財産管理人 弁護士 佐々木龍彦

宮崎家庭裁判所延岡支部

割賦販売法及び割賦販売法施行令に基づく債権の申出に関する
公示

次表に掲げる割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の３の61の許可を受
けた者は、前払式特定取引の営業を廃止し、法第35条の３の62において準用する法第27条第１項第４
号に該当することとなったので、割賦販売法施行令（昭和36年政令第341号）第10条第１項の規定に
基づき、次のとおり公示します。
平成 22年７月 13日 九州経済産業局長 橘高 公久
次表に掲げる者が供託した営業保証金について、法第35条の３の62において準用する法第21条第１
項の権利を有する者は、平成22年９月13日までに許可割賦販売業者等の営業保証金等に関する規則（昭
和36年法務省・通商産業省令第１号）第３条の規定に基づき、次の様式による申出書に還付を受ける
権利を有することを証する書面を添えて下記あて提出してください。
なお、平成22年９月13日までに申出書の提出をしない者は、本公示に係る営業保証金についての権
利の実行の手続から除斥されます。

記
あて先 〒812`8546 福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目十一番一号

九州経済産業局産業部消費経済課
電話 092`482`5460
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様式
申 出 書

九州経済産業局長 殿
住 所
氏 名（名称及び代表者の氏名） 印

割賦販売法施行令第10条第１項の規定により、下記のとおり債権の申出をします。
記

１ 債務者の名称及び住所
２ 債権額
３ 債権発生の原因たる事実
（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
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